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調査年 合 計 ～1944年 1945～1954年 1955～1964年 1965～1974年 1975～1984年 1985～1994年 1995～1997年
1982年 1,721,465 313,356 278,131 292,952 411,231 419,873
1985年 1,628,644 290,588 245,855 274,691 356,826 442,925 16,668
1988年 1,619,752 282,792 221,337 249,294 325,999 380,839 156,727
1991年 1,591,223 241,747 199,145 225,041 296,733 339,399 289,065
1994年 1,499,948 210,733 187,514 207,285 261,531 288,146 344,739
1997年 1,419,696 191,369 164,536 180,196 230,007 245,832 300,806 106,950
’97/’82（％） 82.5 61.1 59.2 61.5 55.9 58.5 ̶ ̶
’97～ ’82













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































’95/’75 ’95/’80 ’95/’75 ’95/’80
計 16.8％ △ 7.5％ △33.2％ △35.2％
15～19歳 △25.3 △89.0 △10.5 △48.9
20～24歳 △99.5 △49.4 △31.9 9.2
25～29歳 △61.3 △50.9 △62.5 △45.5
30～34歳 △58.6 △66.8 △69.3 △69.1
35～39歳 △56.3 △60.2 △71.4 △72.6
40～44歳 △20.3 △39.0 △61.3 △61.8
45～49歳 50.0 △ 3.4 △37.1 △43.5
50～54歳 63.2 22.7 △25.8 △27.6
55～59歳 94.5 38.6 △21.7 △20.2
60～64歳 64.3 42.0 △16.3 △15.7
65～69歳 61.6 51.9 △ 8.3 △18.0
70～74歳 119.7 37.1 21.5 0.1
75～79歳 177.0 76.3 57.5 39.3
80～84歳 566.1 280.6 157.7 87.0
85歳以上 870.0 546.7 356.3 108.6
 出所）表２に同じ。
表５ 小売業主の従業上の地位別・年齢層別構成比の推移（％）
雇 人 の あ る 業 主 雇 人 の な い 業 主
1975年 ’80年 ’85年 ’90年 ’95年 1975年 ’80年 ’85年 ’90年 ’95年
計 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
15～39歳 32.3 28.2 19.5 16.4 11.7 24.4 22.4 17.8 12.4 11.8
40～59歳 49.1 53.6 56.3 58.6 57.7 48.8 49.0 51.5 51.7 45.9




















































































































































































































































































































小　売　店 スーパー 百貨店 その他
���� ��� ��� ���
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 商品・商品群 Ａ Ｂ Ｃ
書籍・文房具 1.80 6.6 △12.9



















 商品・商品群 Ａ Ｂ Ｃ
男子服 0.05 △ 5.5 △27.5
婦人・子供服 0.27 △ 3.4 　34.9
酒 0.20 △29.8 △23.6
野菜・果実 0.01 △27.9 △40.6
菓子・パン 0.10 △17.2 △47.2
その他の飲食料品 2.41 △20.8 　18.6
自動車 1.39 △18.3 　24.3
金物・荒物 1.26 △14.8 △44.6
医薬品・化粧品 0.87 △13.0 　 2.4
燃料 0.41 △ 0.5 △ 4.6
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器















































































 商品・商品群 Ａ Ｂ Ｃ
呉服・服地・寝具 ＊△1.99　 △ 7.8 △37.7
靴・履物 △0.30 △12.3 △37.3
その他の織物・衣服・身の回り品
 △0.99 △ 6.0 △25.6
食肉 ＊△1.76　 △27.1 △49.1
鮮魚 △1.16 △26.3 △42.9
乾物 ＊△0.67　 △20.6 △53.0
米穀類 △0.79 △38.2 △31.6
自転車 △0.03 △21.9 △23.6
家具・建具 △0.10 △ 1.6 △34.3














































  呉服・服地・寝具小売業 △37.7％
  食肉小売業 △49.1％







  靴・履物小売業 △37.3％
  鮮魚小売業 △42.9％
  米穀類小売業 △31.6％
  家具・建具小売業 △34.3％








  野菜・果実小売業 △40.6％
  菓子・パン小売業 △47.2％
































































呉服・服地・寝具類 4,750円 3,050円 
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業者を使用していない個人商店」における商店
数減少と「常時雇用従業者を使用している個人
商店」の商店数減少の相違性を把握するためで
ある。
 「雇人のない業主」の高齢化について，最も
明確に表現したのは，表５であり，次が表４で
ある。いずれも，表２を加工したものである。
「雇人のない業主」の高齢化は，その若年・青
年層，中堅・壮年層の減少と同時に進行してい
る。このことは，「常時雇用従業者を使用して
いない個人商店」の活力低下と商店数減少の原
因となっている。
 「雇人のある小売業主」についての要約は，
省略する。
第Ⅳ章の要約。
 １．商品購入先別割合でみると，一般小売店
は，1964年から1984年までの20年間に72.4％か
ら51.8％へ約20ポイント低下させた。スーパ
ー・マーケットは，8.2％から28.0％へ約20ポイ
ント増加させている。百貨店とその他の業態
は，10％前後で推移した。ところが，その後の
10年間に大きな変化が生じた。それは，スーパ
ー・マーケットの伸び悩みと新しい業態の急成
長，一般小売店のさらなる衰退である。
 ２．については省略。
 ３．は，１．を商品・商品群別に購入先別割
合の変化・業態間競争の違いを1979年から15年
間のスパンで見ようとしたものである。それ
は，４．への準備であり，かつまた，1982年か
ら1997年にいたる15年間の小売業種別商店数減
少の分析への手掛かりを得るためである。飲食
料品購入先割合における一般小売店の地位低下
とスーパー・マーケットの上昇，1994年から商
品購入先として新らしく調査対象となったコン
ビニエンス・ストア，ディスカウント・スト
ア，通信販売での購入増加などを指摘し，業態
間競争の変化，小売流通構造の変化と言っても
よい変化を指摘しようとしたものである。
 ４．家計消費支出に対する比率の増減は，生
活様式，あるいは消費の変化を反映する。この
ことは，個々の小売業種にとって有利，不利に
作用するはずである。1982年からの15年間に商
店数減少率が30％以上であった小売業種・12業
種の内，11業種は，本稿でいうⅠ－Ｂ，Ⅱ－Ｂ
－１，Ⅱ－Ｂ－２流通＝消費型に属するもので
あることが判明した。その意味では，1982年以
降，業種によってはその前後より，商店数減少
に「遭遇」した小売業の中の少なくとも12業種
は，高度経済成長期以降における生活様式の変
化，消費の変化と他の小売業態との競争に適応
出来なかったためであると言うことが出来るで
あろう。このことが本稿で最も指摘したかった
ことである。
〔付 記〕
 本稿は，日本流通学会プロジェクト「日本における
中小零細小売商業問題」活動結果の一部であり，日本
流通学会第15回全国大会（2001年10月20日，札幌学院
大学）における報告の後半部分である。記して感謝の
意を表したい。
　最終稿終了後，中小企業事業団中小企業研究所編
『’92中小小売業の発展動向』同友館発売を見る機会を
得た。本稿で利用出来る資料が沢山あったが，次の機
会に取扱うことにしたい。
 （2002年８月26日受付）
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